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連結経営指標等 

  

 
（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」については潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期 

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第32期

会計期間

自 平成20年 
  ４月１日 
至 平成20年 
  ６月30日

自 平成19年 
  ４月１日 
至 平成20年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,777,217 12,609,095

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) △149,668 318,621

当期純利益又は 
四半期純損失（△）

(千円) △69,543 294,037

純資産額 (千円) 5,374,244 5,517,392

総資産額 (千円) 10,796,505 10,937,254

１株当たり純資産額 (円) 600.88 616.88

１株当たり 
当期純利益又は 
四半期純損失(△)金額

(円) △7.79 32.55

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) － －

自己資本比率 (％) 49.7 50.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 632,436 432,642

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △250,669 458,743

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △190,812 △1,049,341

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 1,657,976 1,467,023

従業員数 (名) 892 814
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当第１四半期連結会計期間において、当企業グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社のうち、連結子会社の㈱ビスタは平成20年４月以降、営業活動を休止し、既存の

業務は、当社にて引き続き行っております。 

  

当第１四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。 

（1）除外 

主に医療・福祉ＩＴシステム・コンサルティングを行っておりました㈱ＩＴＭは、平成20年６月27

日をもって清算結了したため関係会社には該当しなくなりました。 

  

平成20年６月30日現在 

 
(注)  従業員は就業人数（当企業グループ外から当企業グループへの出向者を含んでおりません。）を記載しており

ます。 

  

  

平成20年６月30日現在 

 
(注)  従業員は就業人数（当企業グループ外から当企業グループへの出向者を含んでおりません。）を記載しており

ます。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名) 892

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 852
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当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業区分別 生産高(千円)

システムインテグレーション 1,894,701

ＩＴサービス 742,416

情報セキュリティ 56,777

その他 30,733

合計 2,724,629

(2) 受注実績

事業区分別 受注高(千円) 受注残高(千円)

システムインテグレーション 7,028,829 5,763,781

ＩＴサービス 3,701,016 3,146,948

情報セキュリティ 113,750 125,306

その他 48,899 9,046

合計 10,892,495 9,045,083
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当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。  

 
  

  

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

当第１四半期会計期間における我が国経済は、サブプライムローン問題を背景とした米国の景気後退

懸念が拡大したほか、円高・原材料価格の高騰により、企業の収益環境が厳しさを増すと共に、個人消

費や企業の設備投資が鈍化するなど、景気は弱含みの状況で推移しております。 

情報サービス業界におきましては、企業のＩＴ投資は鈍化する傾向にあり、また投資効果に対する要

求も一層厳しいものとなってきております。 

  このような状況下、当企業グループは、システムインテグレーション事業・情報セキュリティ事業

分野において順調な伸びを示している一方で、内部統制に伴う社内体制の整備、新入社員を中心とする

人材投資を積極的に行っております。 

また従来、持分法を適用している関連会社であった㈱ＩＴＭは、平成20年６月27日に清算結了したた

め、持分法適用関連会社の範囲から除外されております。 

以上の結果、当第1四半期連結業績は、連結売上高2,777百万円、連結営業損失140百万円、連結経常

損失149百万円、連結四半期純損失69百万円となりました。 

  

(3) 販売実績

事業区分別 販売高(千円)

システムインテグレーション 1,926,736

ＩＴサービス 759,921

情報セキュリティ 50,705

その他 39,853

合計 2,777,217

相手先
当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 670,171 24.13

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況
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当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度

末に比較し、190百万円増加し、1,657百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、たな卸資産の増加額 238百万円があったもの

の、売上債権の減少額856百万円等により、営業活動の結果得られた資金は、632百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有価証券の売却等による収入があったもの

の、保険積立金224百万円等により、投資活動の結果使用した資金は、250百万円となりました。 

財務活動におけるキャッシュ・フローにつきましては、主として長期借入金の借入があったものの、

社債の償還及び、長期借入金の返済により、財務活動の結果使用した資金は、190百万円となりまし

た。 

  

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。 

株式会社の支配に関する基本方針 

当社では、以下の経営方針を理解し指示する者が、「財務及び事業の方針の決定を支配する者」で

あることが望ましいと考えております。 

【経営方針】 

当社は、健全で経営の透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ適格に対応できる組織体制の確

立を重要な経営課題と考え、「公器としての企業の成長を通じ社会に貢献する企業を目指す」を経

営理念とし、下記４項目の実現を図る。 

①顧客の満足を追求する 

②社員とともに成長する 

③ビジネスパートナーとともに成長する 

④株主への責任を果たす 

  

該当事項はありません。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

（4）研究開発活動
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当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

― 7 ―



  

 
  

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

(平成20年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,195,365 9,195,365
ジャスダック   
証券取引所

株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式

計 9,195,365 9,195,365 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成20年 ６月 30日 ― 9,195 ― 2,905,422 ― 1,949,999

(5) 【大株主の状況】

― 8 ―



 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。 

平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が、4,900株（議決権49

個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式は当社保有の自己株式78株が含まれております。 

  

平成20年３月31日現在 

 
(注) 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は273,534株であります。 

  

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式  273,400
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,921,800 89,218 同上

単元未満株式 普通株式      165 ― 同上

発行済株式総数 9,195,365 ― ―

総株主の議決権 ― 89,218 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社          
フォーカスシステムズ

東京都品川区東五反田２
－７－８

273,400 ― 273,400 2.97

計 ― 273,400 ― 273,400 2.97

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 420 437 504

最低(円) 400 407 420

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビ

ューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円） 

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,881,295 1,656,060 

受取手形及び売掛金 ※１ 1,585,532 ※１ 2,442,464 

製品 47,282 8,953 

仕掛品 717,298 517,310 

繰延税金資産 156,494 160,347 

その他 166,347 136,168 

貸倒引当金 △6,282 △6,282 

流動資産合計 4,547,969 4,915,023 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 ※１ 1,223,142 ※１ 1,221,991 

減価償却累計額 △730,493 △722,999 

建物及び構築物（純額） 492,649 498,991 

土地 ※１ 3,304,710 ※１ 3,304,710 

その他 307,521 303,404 

減価償却累計額 △215,313 △209,675 

その他（純額） 92,207 93,729 

有形固定資産合計 3,889,567 3,897,431 

無形固定資産 

ソフトウエア 163,620 177,546 

その他 74,288 58,029 

無形固定資産合計 237,909 235,575 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※１ 1,112,169 ※１ 1,107,041 

長期貸付金 166,032 210,846 

繰延税金資産 113,900 92,155 

その他 808,957 591,180 

貸倒引当金 △80,000 △112,000 

投資その他の資産合計 2,121,059 1,889,224 

固定資産合計 6,248,536 6,022,231 

資産合計 10,796,505 10,937,254 
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（単位：千円） 

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 467,926 544,181 

1年内償還予定の社債 673,000 698,000 

短期借入金 ※１ 460,000 ※１ 505,200 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 871,511 ※１ 866,000 

未払法人税等 － 30,387 

賞与引当金 497,447 298,056 

役員賞与引当金 5,000 20,000 

その他 571,404 504,059 

流動負債合計 3,546,289 3,465,884 

固定負債 

社債 420,000 420,000 

長期借入金 ※１ 1,245,500 ※１ 1,321,580 

退職給付引当金 7,459 8,543 

役員退職慰労引当金 22,000 22,000 

その他 181,012 181,854 

固定負債合計 1,875,972 1,953,977 

負債合計 5,422,261 5,419,862 

純資産の部 

株主資本 

資本金 2,905,422 2,905,422 

資本剰余金 1,949,999 1,949,999 

利益剰余金 386,427 545,202 

自己株式 △129,957 △129,933 

株主資本合計 5,111,892 5,270,691 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 249,085 233,013 

評価・換算差額等合計 249,085 233,013 

少数株主持分 13,266 13,686 

純資産合計 5,374,244 5,517,392 

負債純資産合計 10,796,505 10,937,254 
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(2) 【四半期連結損益計算書】

   【第1四半期連結累計期間】 

（単位：千円） 

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

売上高 2,777,217 

売上原価 2,520,969 

売上総利益 256,247 

販売費及び一般管理費 ※１ 396,988 

営業損失（△） △140,740 

営業外収益 

受取利息及び配当金 4,259 

受取家賃 5,717 

持分法による投資利益 2,390 

その他 1,155 

営業外収益合計 13,522 

営業外費用 

支払利息 13,408 

社債利息 5,401 

貸与資産減価償却費 2,328 

その他 1,312 

営業外費用合計 22,450 

経常損失（△） △149,668 

特別利益 

投資有価証券売却益 2,941 

特別利益合計 2,941 

税金等調整前四半期純損失（△） △146,727 

法人税等 ※２ △76,963 

少数株主損失（△） △220 

四半期純損失（△） △69,543 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円） 

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純損失（△） △146,727 

減価償却費 17,407 

ソフトウエア償却費 21,217 

長期未払金の増減額（△は減少） △842 

賞与引当金の増減額（△は減少） 199,390 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,000 

受取利息及び受取配当金 △4,259 

支払利息 13,408 

社債利息 5,401 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △2,941 

持分法による投資損益（△は益） △2,390 

売上債権の増減額（△は増加） 856,931 

たな卸資産の増減額（△は増加） △238,317 

仕入債務の増減額（△は減少） △76,254 

未払消費税等の増減額（△は減少） △59,535 

その他 107,346 

小計 674,833 

利息及び配当金の受取額 5,061 

利息の支払額 △17,071 

法人税等の支払額 △30,387 

営業活動によるキャッシュ・フロー 632,436 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の増減額（△は増加） △34,281 

投資有価証券の売却による収入 21,802 

関連会社の清算による収入 1,962 

保険積立金の積立による支出 △224,730 

貸付金の回収による収入 15,714 

有形固定資産の取得による支出 △9,543 

無形固定資産の取得による支出 △23,550 

投資事業組合分配収入 2,450 

その他 △493 

投資活動によるキャッシュ・フロー △250,669 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △45,200 

長期借入れによる収入 100,000 

長期借入金の返済による支出 △170,569 

社債の償還による支出 △25,000 

自己株式の取得による支出 △24 

配当金の支払額 △50,019 

財務活動によるキャッシュ・フロー △190,812 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 190,953 

現金及び現金同等物の期首残高 1,467,023 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,657,976 
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当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

 
  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 持分法適用の範囲の変更

㈱ＩＴＭは、平成20年６月27日をもって清算結了し

たため、当第１四半期連結会計期間末より、持分法適

用関連会社の範囲から除外しております。

２ 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）

を当第１四半期連結会計期間から適用し、通常の販売

目的で保有する棚卸資産（仕掛品）の評価基準につい

ては、個別法による原価法から個別法による低価法

（収益性の低下による簿価の切下げの方法）に変更し

ております。 

 なお、この変更による損益への影響はありません。

３ リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１

月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適

用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期

に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

に変更し、リース資産として計上しております。 

 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法

によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用

しております。 

 当第１四半期連結会計期間においては、リース取引

開始日が平成20年４月１日以降の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引はありませんでしたので、この変

更による損益への影響はありません。
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【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積り

を考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分す

る方法によっております。 

 なお、定率法を採用している資産については、連結

会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一次差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連

結会計年度末において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法を採用して

おります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 

 

※１ 担保に供している資産

受取手形及び売掛金 130,000千円

建物及び構築物 471,065千円

土地 3,287,792千円

投資有価証券 236,614千円

   計 4,125,472千円

  上記に対応する債務

短期借入金 410,000千円

長期借入金 1,528,963千円

   計 1,938,963千円

(注) 長期借入金には、１年以内返済予定額が含まれて

おります。

 

 

※１ 担保に供している資産

受取手形及び売掛金 204,000千円

建物及び構築物 477,792千円

土地 3,287,792千円

投資有価証券 267,571千円

   計 4,237,156千円

  上記に対応する債務

短期借入金 395,200千円

長期借入金 1,538,230千円

   計 1,933,430千円

(注) 長期借入金には、１年以内返済予定額が含まれて

おります。

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費

   販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次

の通りであります。

役員報酬 71,309千円

給料手当 83,190千円

賞与引当金繰入額 17,933千円

求人費 25,399千円

保険料 24,336千円

租税公課 22,716千円

※２ 法人税等

   法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。

   

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  現金及び預金 1,881,295千円

  定期預金 146,000千円

  定期積金 38,000千円

  別段預金 39,318千円

  現金及び現金同等物 1,657,976千円
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当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第１四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 9,195,365

株式の種類
当第１四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 273,534

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 89,218 10 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は

前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

(リース取引関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)
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当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるソフトウェ

アの開発・販売事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありませ

ん。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 ２ １株当たり四半期純損失（△）の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 
１株当たり純資産額 600.88円

 
１株当たり純資産額 616.88円

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

 

１株当たり四半期純損失（△） △7.79円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     ―

項目
当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△69,543

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △69,543

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,921
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該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

 

１ 重要な子会社株式の譲渡

当社の子会社である株式会社フォーカスピクチャー

ズは、映画等の版権販売及び輸出入業務を目的に設立

された会社でありますが、当企業グループの経営の効

率化を検討するなか、株式会社フォーカスピクチャー

ズの代表取締役である仲偉江氏より、同社の株式取得

の申し入れがあり、当社の保有株式全てを以下の通り

売却いたしました。

   銘柄名
株式会社 
フォーカスピクチャーズ

   株式数 800株

   受渡日 平成20年７月７日

   資本金 40,000千円

   売却後の 
   当社出資比率

0％

なお、これによる損益への影響は軽微であります。

 

２ 重要な自己株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政

策を遂行するため、平成20年７月１日開催の取締役会

において、会社法第165条第３項の規定により読み替

えて適用される同法第156条の規定に基づき自己株式

を取得すること及びその具体的な取得方法について決

議いたしました。

   取得対象株式の種類 普通株式

   取得する株式の総数 50万株（上限）

   取得価額の総額 200百万円（上限）

   取得する期間
平成20年７月２日～ 
平成21年３月31日

   取得の方法
株式会社ジャスダック証
券取引所における市場買
付け

 

３ 投資有価証券の売却

平成20年７月７日開催の取締役会において、当社の

投資先であるエヌ・ティ・ティ・データ・クリエイシ

ョン株式会社の保有株式全ての売却を決議し、当年度

第２四半期連結会計期間において、投資有価証券売却

益105,240千円を計上しております。

   銘柄名
エヌ・ティ・ティ・デー
タ・クリエイション株式
会社

   株式数 200株

   受渡日 平成20年８月１日

   帳簿価額 10,000千円

   売却代金 115,240千円

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成20年８月14日

株式会社フォーカスシステムズ 

  取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フォー

カスシステムズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４

月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーカスシステムズ及び連結子会社の平成20年６月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象（２．重要な自己株式の取得）に記載のとおり、会社は平成20年７月１日開催の取締役会に

おいて、自己株式の取得を決議している。 

２．重要な後発事象（３．投資有価証券の売却）に記載のとおり、会社は平成20年７月７日開催の取締役会にお

いて、保有するエヌ・ティ・ティ・データ・クリエイション株式会社の全株式の売却を決議し、平成20年８

月１日付で売却を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   岩  尾  健 太 郎  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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